
｢次世代輸送系システム設計基盤技術開発プロジェクト｣
 事後評価

 
分科会

 
説明資料

 
プロジェクトの概要説明

資料6

公開資料

平成２３年６月２７日

担当部署：

 
独立行政法人

 
新エネルギー・産業技術総合開発機構

 機械システム部

委

 
託

 
先：

 
（社）日本航空宇宙工業会

（株）ＩＨＩ



1

報告内容

第１章第１章
 
：事業の位置付け・必要性について：事業の位置付け・必要性について

 
第２章

 
：研究開発マネジメントについて

 
第３章

 
：研究開発成果について

 
第４章

 
：実用化の見通しについて
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１．１．１
 

ＮＥＤＯが関与することの意義

評価基準: １(1) NEDOの事業としての妥当性

●ロケットは、今後発展が期待される宇宙開発利用の重要なインフラの一つ。

●人工衛星等を必要な時に、独自に宇宙空間に打上げる能力を将来にわたって維持する。

 （総合科学技術会議－我が国の宇宙開発利用の基本方針）

●ロケット技術は、宇宙開発利用の基幹技術との位置付け。（総合科学技術会議）

●宇宙輸送システムは我が国が必要なときに独自に宇宙空間に必要な人工衛星等の打上

 げを行うために、維持することが不可欠な技術。（宇宙基本計画／宇宙開発戦略本部）

ロケット技術の重要性

ロケットのような大規模システムに対して、高い信頼性を確保しつつ

開発・運用するための基盤的技術の整備が必要

●ロケットの基盤技術を開発し、実際のロケットの開発で効果を実証するためには、大規模

 な投資と長い期間を要し、民間企業だけでは抱えきれないリスクを伴う。 よって、国策と

 しての基盤技術開発への取り組みが必要である。

●本事業で開発する基盤技術は、各種ロケットに共通的な基盤技術であり、公共性が高い。

●また、ロケット以外の他の大規模システムにも幅広い波及効果が期待できる。

NEDOの関与の必要性

事業原簿 P1-1

 
1.   事業の位置付け・必要性について

 
1.1

 

ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性
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（１）ロケット基盤技術の整備による宇宙輸送系産業の発展

・次世代のロケット設計合理化技術および宇宙利用を推進する基盤技術を

 確立することにより宇宙産業の規模拡大が期待される。

（２）宇宙産業の国際競争力の強化

・個別衛星に対するインテグレーション対応能力の向上（期間短縮等）により、

 ロケット市場シェアの拡大が期待される。

・不具合の発生を防止し、工期短縮・運用コストの低減によりロケットとしての

 競争力強化が期待される。

（３）関連産業分野への技術波及

・民生用小型LNG気化設備の制御系設備への技術波及が可能。

１．１．２
 

実施の効果

評価基準: １(1) NEDOの事業としての妥当性事業原簿 P1-1

 
1.   事業の位置付け・必要性について

 
1.1

 

ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性
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１．２．１
 

事業の背景・位置付け

●衛星の商業打ち上げ市場は、欧米が一歩先の段階に進んでおり、欧米の優位性が形

 成されつつある状況にある。

●商業打上げ市場では、｢高信頼性｣・｢低コスト｣・｢打上げまでの期間短縮｣が求められる。

 ロケットの設計や点検作業等での不具合要因の見落としが、その後の不具合発生・

 作業の後戻りを引き起こし、打上げまでの期間の延長やコストの増大を招くとともに、ひ

 いては打上げサービスの信頼性を低下させる恐れもある。

●打上げサービスの信頼性向上等、国際競争力強化の観点から基盤技術に関する開発

 事業が求められている。

事業の背景（課題）

●上記の背景に対し、本事業は経済産業省「航空機・宇宙産業イノベーションプログラム」

 の一環として位置づけられる。

事業の位置づけ

Ariane 5 Atlas Ⅴ Delta Ⅱ/Ⅳ Proton Sea Launch Soyuz Rockot Pegasus

1. 打上げ事業者 Arianespace ULA/CLS ULA/BLS ILS Sea Launch STARSEM EUROCKOT OSC

実績衛星
(量産機等）

－ （１２ヶ月） － １２ヶ月 － － － －

新規
衛星

（２４か月） － （２４ヶ月） ２４ヶ月 （１８ヶ月） ２４ヶ月 （１８ヶ月） （２４ヶ月）

（略号） ・ULA： United Launch Alliance社、 ・CLS：Commercial Launch Service社、 ・BLS： Boeing Launch Service社、
・ILS： International Launch Service社、　・OSC：　Obital Scieneces Corporation社

（注）

2. 契約～打上
げ期間

　（標準）(*1)

　　　　　　　　　　　　ロケット
項目

(*1)：　表中の期間数値は、各社発行の”User's　Manual”等のユーザ向けガイド文書による。ただし、実績衛星と新規衛星の
　　　　どちらの期間か明記されていないケースについては、推定により振り分けることとし、表中でカッコ付きで記載した。

欧米優位の例:
衛星打上げまでの期間

・我が国：30～36ヶ月
・欧米: 18～24ヶ月が標準

評価基準: １(2) 事業目的の妥当性事業原簿 P1-2～3

 
1.   事業の位置付け・必要性について

 
1.2 事業の背景・位置付け・目的
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●国際ロケット市場における我が国の宇宙産業の産業競争力を確保するため、ロケットの

 開発から実用機運用までの全体にわたって、システム規模での信頼性を向上しつつ、

 期間短縮、コスト低減を可能とする「次世代輸送系システム基盤技術」の開発を行う。

事業の目的

ロケットの開発から実運用への流れは、｢機体開発｣、｢機体運用｣、｢実用機運用｣の

 各段階に大別される。目的を達成するために、各段階での課題を整理し対応する基盤

 技術を取上げ、整合性を保ちつつ網羅的に開発を行なう。

１．２．２
 

事業の目的

評価基準: １(2) 事業目的の妥当性

対応

事業原簿 P1-2～3

 
1.   事業の位置付け・必要性について

 
1.2 事業の背景・位置付け・目的
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１．２．２
 

事業の目的（段階別の問題と対応）

事業原簿

 

P1-4

 
１.  事業の位置付け・必要性について

 
1.2 事業の背景・位置付け・目的

評価基準: １(2) 事業目的の妥当性

《機体開発》 《機体運用（射場での打上げ整備）》

ﾊｰﾄﾞｳｴｱ

ｿﾌﾄｳｴｱ

①ヴァーチャル

プロトタイピング

技術（ＶＰ）

②高度信頼性飛行制御検証技術（ＦＳ）

開発末期で発生する

 
不具合による遅延

人的要因による

 
射場整備期間の長期化

対応

③次世代ＬＮＧ制御システム技術（ＬＮＧ）

●ソフトウェアによる

 
不具合を検出する技術

●3D-CADによる設計

 
技術を高度化する技術

問題

●機体点検作業を

 
自動化する技術
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事業原簿 P1-4～5

 
1.  事業の位置付け・必要性について

 
1.2 事業の背景・位置付け・目的

１．２．２
 

事業の目的（段階別の問題と対応）

《実用機運用》

●情報を一元化

 する技術

対応

衛星とのｲﾝﾀﾌｪｰｽ

 調整期間の

 長期化

●早期にｲﾝﾀ

 ﾌｪｰｽを確定

 する技術

打上げ当日の

 風による影響の

 確実かつ迅速な

 評価が困難

●当日風ﾃﾞｰﾀ

 による解析を

 自動化・効率化

 する技術

打上げ後のﾃﾞｰﾀ

 解析作業が煩雑

●ﾃﾞｰﾀ処理を

 高度化・省力化

 する技術

問題

④ ﾐｯｼｮﾝ対応設計高度化技術(MI)

<打上げ契約～打上げまで> <打上げ後>

評価基準: １(2) 事業目的の妥当性
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１．２．３
 

研究開発項目

事業原簿

 

P1-5～6 P2-4～5 
1.  事業の位置付け・必要性について

 
1.2 事業の背景・位置付け・目的

注）③の基盤技術

に関しては、小型

LNG気化設備の

制御系設備への

対応可能なもの

とする。

評価基準: １(2) 事業目的の妥当性

機体運

用段階
（試験機の
射場での打
上げ整備）

機体点検工
期

ロケット開発段階 実用機運用段階

試験機打上げ
（１～数回）

契約#1

契約#2

契約#N

打上げ#1

打上げ#N

機体開発段階
（含む試験機の製造）

実用機製造

射場での打

上げ整備

機体点検
工期

時間の流れ

ロ
ケ
ッ
ト
開
発
・実
用
機
運
用
の
流
れ

本
事
業
の
研
究
開
発
項
目

①ヴァーチャル
 　プロトタイピン
　グ技術(VP)

②高度信頼性飛行　
　制御検証技術（FS） ④ミッション対応設計

   高度化技術（ＭＩ）

システム設計作業

飛行ソフトウェア設計作業

実施済

実施済

実施中

　　　ﾐｯｼｮﾝｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ(試験機用) 　　　　ミッション
インテグレーション＃１

打
上
げ
当
日

飛

行
後

解
析

飛

行
後

解
析

打
上
げ
当
日

③次世代LNG制御システム
　　技術（LNG）

実施済

打上げ#2

実施済
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１．２．３
 

研究開発項目（全体スケジュール）

● スケジュール

H14年度 H15年度

①

 

ｳﾞｧｰﾁｬﾙﾌﾟﾛﾄ

 
ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ技術

②

 

高度信頼性飛

 
行制御検証技術

③

 

次世代ＬＮＧ制御システム技術（LNG）

④ ﾐｯｼｮﾝ対応設計高度化技術(MI)

H22年度H20年度 H21年度H18年度 H19年度H16年度 H17年度 H23年度

事後評価実施済

事業原簿

 

P2-18、P2-28 
1.   事業の位置付け・必要性について

 
1.2 事業の背景・位置付け・目的

事後評価実施済

事後評価

次世代輸送系システム設計基盤技術開発

中間評価 中間評価

H14年度 H15年度 H22年度H20年度 H21年度H18年度 H19年度H16年度 H17年度 H23年度

PJ開始 PJ終了

個
別
テ
ー
マ 個別テーマ評価対象

プロジェクト評価
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報告内容

第１章
 
：事業の位置付け・必要性について

 
第２章第２章

 
：研究開発マネジメントについて：研究開発マネジメントについて

 
第３章

 
：研究開発成果について

 
第４章

 
：実用化の見通しについて
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２．１．１
 

全体目標
 
（１）目標の設定-1

・作業前倒し

 

・作業効率向上

 ・後戻り防止

 

・迅速・確実な判断

開発 運用

方策 期待効果

期間短縮 コスト削減

確実な打上げ

判断支援

設計・解析支援

・人為的ミスを排除

 
・経験・実績不足を

 
補完

人手作業の多さ・煩雑さ

経験・実績の不足

現状の問題

ﾛｹｯﾄ開発・運用の高度化

 ↓

 ﾛｹｯﾄ市場国際競争力確保

後戻り発生・非効率

 
→

 

長期化

・非効率作業

 
・設定・入力ミス

 
・データ見落とし

 
・誤解釈・誤判断

事業目的

機体開発期間

射場の機体点検

 
期間

打上げまでの期間

飛行後作業効率

開発コスト

運用コスト

正しい打上げ判断

次号機への反映

IT、AI等を活用し

 作業の信頼性を向上

計画通りの打上げ

商業商業ロケットロケット打上げ市場で一歩先を行く欧米と同等または打上げ市場で一歩先を行く欧米と同等または

 それ以上それ以上を目指し、を目指し、日本の得意な日本の得意なIT/AIIT/AI技術等を活用。技術等を活用。

事業キーワードの整理と目標とする指標の選定

目標指標とする

直接的指標、かつ直接的指標、かつ

 
定量化、達成度測定量化、達成度測

 
定定がが可能可能な指標な指標!!!!

作業自動化・効率化

事業原簿

 

P2-１、P2-4～6 
2.  研究開発マネジメントについて

 
2.1 事業の目標

評価基準: 2(1) 研究開発目標の妥当性
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２．１．１
 

全体目標
 
（１）目標の設定-2

事業原簿

 

P2-2～3 
2.  研究開発マネジメントについて

 
2.1

 

事業の目標

事
後
評
価
済

項 目 最終目標
① ヴァーチャルプロト

 
タイピング技術（ＶＰ）

機
体
開
発

開発後期で従来発見されていた不具合を、実機ハードウェア製作前に発見し、開発後期での不具

 
合を削減して信頼性を向上させ、システム設計の設計作業期間を30％削減する。

② 高度信頼性飛行制

 
御検証技術（ＦＳ）

開発後期で従来発見されていた不具合を、ハードウェアとの組合せ前に発見し、開発後期での不具

 
合を削減して信頼性を向上させ、飛行ソフトウェアの設計作業期間を20％削減する。

③ 次世代ＬＮＧ制御シ

 
ステム技術の研究開

 
発（ＬＮＧ）

打
上
げ

 

整
備

民生用小型ＬＮＧ気化設備の制御系設備等にも適用が可能な、自己診断・自律対応が可能なロケ

 
ット用制御システム（機体点検自動化システム）を開発し、機体点検作業における人的ミスによる不

 
具合を削減し、信頼性を向上させ、機体点検工期を30 ％削減する。

④ ミッション対応

 設計高度化技術

 の研究開発

 （ＭＩ）
実
用
機
運
用

契
約
～
打
上
げ

ミッションインテグレーション作業においては、関連情報を一元管理し、

 設計初期からインタフェース仕様を設定することにより前倒しに作業を進め、

 効率的な設計作業を可能とするとともに、打上げ当日風によるロケット機体

 への影響の詳細解析を効率的に実施し、新規開発ロケットの打上げに対す

 る確実性を確保しつつ、個別衛星に対するミッションインテグレーション

 期間を40％削減する。

打
上
げ
後

飛行後（ポストフライト）においては、飛翔結果を次号機以降に反映するため

 のポストフライト解析・評価作業を高度化・省力化し作業量の20％削

 減を実現する。

（なお本研究では研究開発項目①～③による作業期間短縮効果を含める。）

最終目標

評価基準: 2(1) 研究開発目標の妥当性
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２．１．１
 

全体目標
 
（２）目標の設定理由・妥当性-1

●我が国においては、純粋な商業打上げの実績は無いが、国の開発衛星を打上げる場合で、

 基本設計着手以降、打上げまでに３０～３６ヶ月を要している基本設計着手以降、打上げまでに３０～３６ヶ月を要しているのが現状。

現状

 
(1)

●商業打上げサービスに先行する米国や欧州では

 

新規衛星の場合で１８～２４ヶ月程度が標準新規衛星の場合で１８～２４ヶ月程度が標準

 的的（下表参照）。商業打上げ商業打上げ先行先行国と同等以上の国と同等以上の期間の実現を目指す。期間の実現を目指す。

狙い

 
(1)

契約～打上げ

事業原簿

 

P2-11～13 
2.  研究開発マネジメントについて

 
2.1

 

事業の目標

④ミッション対応設計高度化技術：

 

→ミッションインテグレーションミッションインテグレーション作業作業期間の４０％削減期間の４０％削減

 （ただし、①～③の成果による作業期間短縮効果を含む）

目標値

 
設定(1)

ＭＩ（項目④）の目標設定（その１）：

 

ミッションインテグレーション作業期間の削減目標

ﾐｯｼｮﾝ解析情報

 
設定技術

ﾐｯｼｮﾝ対応設計

 
情報一元管理技術

打上げ当日ﾐｯｼｮﾝ

 
解析・評価技術

－ 契約～打上げ －

評価基準: 2(1) 研究開発目標の妥当性

Ariane 5 Atlas Ⅴ Delta Ⅱ/Ⅳ Proton Sea Launch Soyuz Rockot Pegasus

1. 打上げ事業者 Arianespace ULA/CLS ULA/BLS ILS Sea Launch STARSEM EUROCKOT OSC

実績衛星
(量産機等）

－ （１２ヶ月） － １２ヶ月 － － － －

新規
衛星

（２４か月） － （２４ヶ月） ２４ヶ月 （１８ヶ月） ２４ヶ月 （１８ヶ月） （２４ヶ月）

（略号） ・ULA： United Launch Alliance社、 ・CLS：Commercial Launch Service社、 ・BLS： Boeing Launch Service社、
・ILS： International Launch Service社、　・OSC：　Obital Scieneces Corporation社

（注）

2. 契約～打上
げ期間

　（標準）(*1)

　　　　　　　　　　　　ロケット
項目

(*1)：　表中の期間数値は、各社発行の”User's　Manual”等のユーザ向けガイド文書による。ただし、実績衛星と新規衛星の
　　　　どちらの期間か明記されていないケースについては、推定により振り分けることとし、表中でカッコ付きで記載した。
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２．１．１
 

全体目標
 
（２）目標の設定理由・妥当性-2

●ロケットの飛翔結果は、以降の打上げに向けて継続的に評価・フィードバックすることが重要。

 ●我が国では、飛翔機会が少ない飛翔機会が少ない上に、通信データ量に制約通信データ量に制約があり、蓄積が充分とは言えない。

 ●次号機打上げまでの期間を短くする次号機打上げまでの期間を短くすることが事業として重要。

現状

 
(2)

●次号機の確実な打上げに結びつけるための詳細な解析・評価を短期間に実施詳細な解析・評価を短期間に実施可能とするため

 に、飛行後解析・評価作業の高度化、効率化飛行後解析・評価作業の高度化、効率化を目指す。

狙い

 
(2)

④ミッション対応設計高度化技術：

 

飛行後（ポストフライト）解析・評価作業量飛行後（ポストフライト）解析・評価作業量のの２２０％削減０％削減

 （詳細化された解析・評価を約１８日で実施可能とする）

目標値

 
設定(2)

期間短縮

コスト減（→価格減）

信頼性

顧客満足

打上げ迄

 
の期間

目標の戦略性

衛星設計自由度

飛行後作

 
業量

欧

 
米

 
と

 
同

 
等

 
以

 
上

日本の得意

 
なＩＴ/ＡＩ技術

 
を利用

顧客の優先度

 
の高い｢信頼性｣、

 
｢スケジュール｣

 
に着目し、｢信頼

 
性を確保しつつ

 
期間を短縮｣す

 
る狙いは戦略的

事業原簿

 

P2-13～14 
2.  研究開発マネジメントについて

 
2.1

 

事業の目標

ＭＩ（項目④）の目標設定（その２）：

 

飛行後解析・評価作業の削減目標

ﾐｯｼｮﾝ解析情報

 
設定技術

ﾐｯｼｮﾝ対応設計

 
情報一元管理技術

打上げ当日ﾐｯｼｮﾝ

 
解析・評価技術

前
ペ
ー
ジ

打上げ後

－ 打上げ後 －

飛翔中データ

 
取得・評価技術

評価基準: 2(1) 研究開発目標の妥当性
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開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

基本設計 詳細設計 維持設計
試験機#1ロケットシス テム

設計・解析

ロケットシス テム
製造／組 立

フライトソフトウェ ア
（誘導制御）

アビオニ クス 機器
（含む自 動点検 SW）

システム 試験

ﾛｹｯﾄ構成要素の開発
（１段、 ２段（ 推進 系）、フェ ア

リング、段 間部 、衛星 分離

部）

打上げ運用システム

地上

総合

試験

最終組立

各種システム試験

射場点検整備

① ヴァ ーチャル プロトタイピング技術

② 高度信頼 性飛行 制御検 証技術

③ 次世代LNG制御シ ステム 技術

④ ミッショ ン対応設計高度 化技術

要求分析 詳細設計 製作 SW
ｲﾝﾃｸ ﾞ
ﾚｰｼｮﾝ

ミッショ ン
インテグレ ーショ ン 実機#3ミッショ ン対応設計・飛行後解析

試験機#2ミッショ ン対応設計・飛行後解析
試験機#1ミッショ ン対応設計・飛行後 解析

ﾐｯｼｮﾝ
ﾕﾆｰｸ
SW

基本設計

製造 試験

実用機運用継続

システム組立

試作 試作試作

次世代輸送系
システム設計基盤技術

開発プロジェクト

ロ
ケ
ッ
ト
開
発
・
運
用
の
一
般
的
流
れ

実用機#N

ロケット開発段階
実用機運用

段階

研究④の
成果適用対象

・・・・・・・

シミュレ ーショ ン装置開発・検証

基本設計

詳細設計 維持設計

試作

研究②の

成果適用対象

研究③の
成果適用対象

研究①の

成果適用対象

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

基本設計 詳細設計 維持設計
試験機#1ロケットシス テム

設計・解析

ロケットシス テム
製造／組 立

フライトソフトウェ ア
（誘導制御）

アビオニ クス 機器
（含む自 動点検 SW）

システム 試験

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

基本設計 詳細設計 維持設計
試験機#1ロケットシス テム

設計・解析

ロケットシス テム
製造／組 立

フライトソフトウェ ア
（誘導制御）

アビオニ クス 機器
（含む自 動点検 SW）

システム 試験

ﾛｹｯﾄ構成要素の開発
（１段、 ２段（ 推進 系）、フェ ア

リング、段 間部 、衛星 分離

部）

打上げ運用システム

地上

総合

試験

最終組立

各種システム試験

射場点検整備

① ヴァ ーチャル プロトタイピング技術

② 高度信頼 性飛行 制御検 証技術

③ 次世代LNG制御シ ステム 技術

④ ミッショ ン対応設計高度 化技術

要求分析 詳細設計 製作 SW
ｲﾝﾃｸ ﾞ
ﾚｰｼｮﾝ

ミッショ ン
インテグレ ーショ ン 実機#3ミッショ ン対応設計・飛行後解析実機#3ミッショ ン対応設計・飛行後解析

試験機#2ミッショ ン対応設計・飛行後解析
試験機#1ミッショ ン対応設計・飛行後 解析

ﾐｯｼｮﾝ
ﾕﾆｰｸ
SW

基本設計

製造 試験

実用機運用継続

システム組立

試作 試作試作

次世代輸送系
システム設計基盤技術

開発プロジェクト

ロ
ケ
ッ
ト
開
発
・
運
用
の
一
般
的
流
れ

実用機#N

ロケット開発段階
実用機運用

段階

研究④の
成果適用対象

・・・・・・・

シミュレ ーショ ン装置開発・検証

基本設計

詳細設計 維持設計

試作

研究②の

成果適用対象

研究③の
成果適用対象

研究①の

成果適用対象

２．２．１
 

研究開発の内容
 

(１)事業全体計画内容

●研究開発される基盤技

 術の成果が、ロケットの

 開発、運用の中で広く効

 果的に活用されていくこ

 とを念頭に置き、研究を

 計画。

●ロケットの開発から運用

 までの時間的流れに合

 わせ、研究開発時期（順

 序）を設定。

 <例>実用機運用段階を

 対象とする④は、事業

 途中から開始し、最後

 に終了。

事業原簿

 

P2-19 
2.  研究開発マネジメントについて

 
2.2

 

事業計画内容

各研究開発項目の関係（位置づけ）、研究開発順序について

評価基準: 2(2) 研究開発計画の妥当性

成果反映
●研究項目間の成果反映も考慮して順序を設定
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２．２．１
 

研究開発の内容
 

(２) ＭＩの研究開発-1

●打上げごとに個別に実施する｢ミッションインテグレーション｣から｢飛行後解析｣までの作業に対

 し、｢信頼性を向上させつつ期間短縮を図る｣ために必要な要素技術（４技術→次頁参照）を各作

 業段階毎に抽出し、全体として漏れの無い、効果的な研究開発を行なう。

開発アプローチ（必要な要素技術）

MI（ミッション対応設計高度化技術；項目④）が対象とする一連の作業と開発アプローチ

事業原簿

 

P2-26～27 
2.  研究開発マネジメントについて

 
2.2

 

事業計画内容

目標：

 

・ミッションインテグレーション作業期間の４０％削減

 ・飛行後（ポストフライト）解析・評価作業量の２０％削減

評価基準: 2(2) 研究開発計画の妥当性

ミッション対応
設計・解析

製造 組立
打上げ当日

解析
打上げ

飛翔データ
取得

分析
/評価

気象データ

飛翔データ
分析・評価

試験

解析結果の次号機へのフィードバック

衛星
受注

インタフェース調整
ミッション解析/設計

ミッションインテグレーション作業ミッションインテグレーション作業 飛行後解析作業飛行後解析作業
打上げ当日作業打上げ当日作業

パラメータ
更新

機体評価
解析

打上げ
判断

飛行ソフト
更新

飛翔中
データ経路最適化→経路最適化→
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●ミッションインテグレーションにおいて、膨大なインタフェース情報の授受を効率的、かつミ

 スなく確実に処理できるようにして、期間短縮及び信頼性向上を図る。

 ●ミッションインテグレーションの経験が少なくても、解析作業やミッション対応設計作業の前倒し実施を

 可能とし、期間短縮を図る。

概 要（契約～打上げまで）

●衛星とのインタフェース仕様情報等を一元的

 に管理する技術。
●初期の段階では不足する衛星とのｲﾝﾀﾌｪｰｽ仕

 様をﾘｽｸを考慮した上で、前倒しで設定し設

 計・解析を行なうことを可能とする技術。

『ミッション対応設計情報一元管理技術』 『ミッション解析情報設定技術』
要素技術

２．２．１
 

研究開発の内容
 

(２) ＭＩの研究開発-2

●打上げ当日作業の高度化・効率化を実現し、

 安全・確実な打上げ判断を行なう。

概 要（打上げ当日）

●風計測データを入手後、打上げ判断を、迅速

 かつ正確に実施するために、解析作業を自動

 化・効率化する技術。

●ロケット飛翔中に取得したデータに基づき、

 機体状態のデータ分析・処理を高度化・効率

 化する技術。

『打上げ当日ミッション解析・評価技術』 『飛翔中データ取得・機体評価技術』

●打上げ後の飛翔データ評価を高度化し、ミ

 ッション正常達成の確認や次号機以降への

 反映を効果的に行なう。

概 要（打上げ後）

要素技術

事業原簿

 

P2-26～27 
2.  研究開発マネジメントについて

 
2.2

 

事業計画内容

評価基準: 2(2) 研究開発計画の妥当性

MI（ミッション対応設計高度化技術；項目④）の要素技術
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事業原簿

 

P2-29～30 
2.   研究開発マネジメントについて

 
2.2

 

事業計画内容

２．２．２
 

研究開発の実施体制

独立行政法人 新ｴﾈﾙｷﾞｰ･産業技術総合開発機構

 機械システム部

委託先に係る仕様書、実施計画策定と運営・進捗管理

基本計画策定､

 

委託先公募、選定

経済産業省

（社）日本航空宇宙工業会(SJAC)

 研究開発責任者

次世代輸送系システム設計基盤技術開発

 
委託先全体取り纏め、進捗管理、成果報告

 
書取り纏め・月例進捗報告会等

技術委員会

①ヴァーチャルプロトタイピング技術の研究開

 
発のうち、他産業への適用可能性検討

 
④ミッション対応設計高度化技術に必要な

 
調査・分析及び評価

（株）ＩＨＩ※

研究開発責任者

①ヴァーチャルプロトタイピング技術の研究開発

④ミッション対応設計高度化技術の研究開発

②高度信頼性飛行制御検証技術の研究開発

③次世代ＬＮＧ制御システム技術の研究開発

共
同
実
施

委託

(NEDO)

評価基準: 2(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

※: 平成22年4月に(株)ギャラクシーエクスプレスから事業継承
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２．２．３
 

研究開発の運営管理

事業原簿

 

P2-29～30 
2.   研究開発マネジメントについて

 
2.2

 

事業計画内容

次世代輸送系システム設計基盤技術委員会

ヴァーチャルプロトタイピングシステム技術小委員会

 （H16.3に終了）

高度信頼性飛行制御検証技術小委員会（H16.9に終了）

次世代ＬＮＧ制御システム技術小委員会（H20.3に終了）

ミッション対応設計高度化技術小委員会（H20.3に次世代

 輸送系システム設計基盤技術委員会に統合）

研究開発全般に関わる審議

ヴァーチャルプロトタイピングシステム技術に関わる審議

高度信頼性飛行制御検証技術に関わる審議

次世代ＬＮＧ制御システム技術に関わる審議

ミッション対応設計高度化技術に関わる審議

（委員の構成）

広工大名誉教授、北大名誉教授、

 

東大教授、

 
帝京大教授、JAXA、USEF、JAROS、

 
MHI(ﾛｹｯﾄ）、

 

KHII(ﾛｹｯﾄ）、FHI（自動車）、

 
MELCO(衛星)、NEC(衛星)、IA(ロケット)、

 
IHI(ロケット)

MHI(ﾛｹｯﾄ）、IA(ﾛｹｯﾄ）、

 

KHI(ﾛｹｯﾄ)、

 
FHI（ﾛｹｯﾄ）

 

、

 

NTS(衛星)、

 
MHI(ﾌﾟﾗﾝﾄ）、

 

IHI(ﾌﾟﾗﾝﾄ）、

 

IHI(情報）

 

、

 
川崎造船、FHI(自動車）

MHI(ﾛｹｯﾄ）、KHI(ﾛｹｯﾄ）、FHI(ﾛｹｯﾄ）

 

、

 
NTS(衛星）、JAE(ｱﾋﾞｵ）、

 
三菱ﾌﾟﾚ(ｱﾋﾞｵ）、

 

IHI(制御）、

 
IHI(ﾌﾟﾗﾝﾄ）

MHI(ﾛｹｯﾄ）、KHI(ﾛｹｯﾄ）、IA(ﾛｹｯﾄ）、

 
NTS(衛星)、

 

JAE(ｱﾋﾞｵ）、

 

IHI(ﾌﾟﾗﾝﾄ）、

 
東京ｶﾞｽ

USEF、JAROS、MHI（ﾛｹｯﾄ）、

 
KHI(ﾛｹｯﾄ）、

 

FHI (ﾛｹｯﾄ）

 

、IA (ﾛｹｯﾄ）、

 
NEC(衛星）

 

、

 

MELCO(衛星）、

 
IHI(ロケット）

次世代輸送系システム設計基盤技術委員会の組織・役割

評価基準: 2(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性
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２．２．３
 

研究開発成果の実用化マネジメントの妥当性

短期的 中長期的

実用化先 ・GXロケットの開発・運用 ・

 

将来のロケット・宇宙シ

 
ステムの開発・運用

実用化の

 
担い手

・㈱ギャラクシエクスプレス ・

 

国内の宇宙関連会社

 
((社)日本航空宇宙工業

 
会会員各社)

実用化に

 
向けた
活動

・GXロケット開発での運用
(部分的に実用を開始)

・

 

研究開発内容・開発した

 
基盤技術/システムにつ

 
いて、会報等を通じて会

 
員各社に紹介・周知

=成果の実用化戦略=
・実用化（開発時の適用）可能性を高めるため、ロケット／宇宙 システムのみならず、大規模

 システムも候補として適用先を模索 （実用化担い手の変更: ㈱ギャラクシーエクスプレス→㈱IHI）

・委託先が分担してそれぞれの得意分野で実用化候補先を、相互に連携をとりながら開拓。

当初

開発技術の実用化 開発技術をロケットの開発／運用で使用すること。=

ロケット/宇宙システム 大規模システム

実用化

 
先

・将来のロケット・宇宙シス

 
テムの開発・運用

・将来のロケット・宇宙シス

 
テムの開発・運用

・ロケット搭載機器/装置の

 
運用

・各種大規模システムの

 
開発

実用化

 
の担い

 
手

・国内の宇宙関連会社
((社)日本航空宇宙工業会

 
会員各社)

・(株)IHI(IHIグループ) ・(株)IHI(IHIグループ)

実用化

 
に向け

 
た活動

・研究開発内容・開発した

 
基盤技術/システムにつ

 
いて、会報等を通じて会

 
員各社に紹介・周知

・自社グループが関与する

 
ロケット開発での技術の

 
適用可否評価と客先へ

 
の技術の適用提案

・自社グループで開発
・運用している大規模シス

 
テムへの技術の適用可否

 
/有効性評価

→自社グループで有

 
効性が確認された場

 
合は、適用実績をもと

 
に社外への展開/シス

 
テムの販売を図る

見直し

短期的実用化候補

 のロケットの政府に

 よる開発中止決定

事業原簿 P2-35～36

 
2.   研究開発マネジメントについて

 
2.2

 

事業計画内容

評価基準: 2(4) 研究開発成果の実用化マネジメントの妥当性
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２．３
 

情勢変化への対応

事業原簿

 

P2-37～41 
2.   研究開発マネジメントについて

評価基準: 2(4) 情勢変化への対応等

 
2(2) 研究開発計画の妥当性

（3）最新技術動向への対応

 国内外への技術動向調査を実施。

 計画や開発仕様に反映。

進捗状況の把握と技術動向・周辺動向等への対応

（4）中型ロケット動向への対応

（2）技術委員会審議結果の反映

 SJAC運営の委員会審議結果を研

 究計画見直し等に反映。

（1）第１回/第２回中間評価結果へ

 の対応

 委員の提言を研究計画に反映。

電気的ｲﾝﾀﾌｪｰｽ検証

 
の重要性の提言

電気的ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

 確認装置の開発
射場搬入前の工

 場段階での検証
→後戻りの排除

ﾌｪｱﾘﾝｸﾞ設計において

 
音響環境考慮の必要

 
性の提言

音響環境を考慮した

 ﾌｪｱﾘﾝｸﾞ設計

ＭＩ

衛星環境緩和
→競争力向上

•中型ロケット開発中止により、実証試験計画

 のデータ準備方法を見直し。 実用化戦略／

 分担の変更。

＜追加研究（例）＞ ＜実施効果＞

競争力向上のための

 
追加技術開発
技術動向調査

中型ロケット打上げ延期
/開発中止への対応

ＭＩ

打上げ当日解析評価技

 
術、飛翔中データ取得・

 
機体評価技術の開発

ＭＩ

打上げ信頼性向

 上/作業効率化

 →競争力向上

実証試験(一部)を前

 倒し、結果を反映
開発技術の信頼

 性向上
→競争力向上ＭＩ

早期の実証試験によ

 
る信頼性実証の提言

信
頼
性
向
上
、
期
間
短
縮
へ
の
寄
与
を
一
貫
し
た
基
準
に
計
画
を
精
査
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２．４
 

中間評価結果および対応

（１）第１回中間評価

 ・評価分科会

 

：

 

平成１７年２月４日

 ・評価の位置づけ

 

：

 

VP（①）、FS（②）は事後。
LNG（③）は中間。

 ・評価手法

 

：

 

機械システム部主催の
外部評価

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ中間評価報告書
：

 

平成１７年３月

 ・評点結果

 

：

 

優良
（｢継続すべき｣との評価）

（３）委員からの主な提言と対応状況

（２）第２回中間評価

 ・評価分科会

 

：

 

平成２０年７月４日

 ・評価の位置づけ

 

：

 

LNG（③）は事後。
MI（④）は中間。

・評価手法

 

：

 

研究評価部主催の
外部評価

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ中間評価報告書
：

 

平成２０年９月
・評点結果

 

：

 

優良
（｢継続すべき｣との評価）

No. 提 言 対 応 状 況

1 実証試験の前倒し実証試験の前倒し

・ロケットの設計には先端技術開発と信頼性技術

 のバランスが必要で実証することが重要

 ・ミッション対応設計高度化技術については早い

 段階で実証試験をすべきである。

・実証試験を前倒しで実施・評価し、

 フィードバック項目を識別。

・識別した項目に対しミッションイン

 テグレーションシステムの機能拡張

 を行い、その有効性を確認した。

2 技術の最新化技術の最新化

・実証の遅れの結果、次世代ロケットの適用が時

 代遅れにならないようにしかければならない

・MIについて継続的に技術フォロ

 ーアップ調査を行った。

事業原簿

 

P2-42～44 
2.   研究開発マネジメントについて

評価基準: 2(2) 研究開発計画の妥当性
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報告内容

第１章
 
：事業の位置付け・必要性について

 
第２章

 
：研究開発マネジメントについて

 
第３章第３章

 
：研究開発成果について：研究開発成果について

 
第４章

 
：実用化の見通しについて
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研究開発項目名
目標 達成状況 成果、特徴等

① ヴァーチャルプロト

 
タイピング技術の研究

 
開発（ＶＰ）

【H15FY終了】

【最終】

 
開発後期で従来発見されていた不具合を、実機ハードウェア製作

 
前に発見し、開発後期での不具合を削減して信頼性を向上させ、

 
システム設計の設計作業期間を30％削減する。

最終目標

○
[達成]

・削減率：33％

 
・第１回中間評価で評価済み

②

 

高度信頼性飛行制

 
御検証技術の研究開

 
発（ＦＳ）

【H15FY終了】

【最終】

 
開発後期で従来発見されていた不具合を、ハードウェアとの組合

 
せ前に発見し、開発後期での不具合を削減して信頼性を向上さ

 
せ、飛行ソフトウェアの設計作業期間を20％削減する。

最終目標

○
[達成]

・削減率：23％
・第１回中間評価で評価済み

③ 次世代ＬＮＧ制御シ

 
ステム技術の研究開発

 
（ＬＮＧ）

【H19FY終了】

【最終】

 
民生用小型ＬＮＧ気化設備等にも適用が可能民生用小型ＬＮＧ気化設備等にも適用が可能な、自己診断・自律

 
対応が可能なロケット用制御システム（機体点検自動化システ

 
ム）を開発し、機体点検作業での人的ミスによる不具合を削減し、

 
信頼性を向上させ、機体点検工期を機体点検工期を3030％削減する％削減する。

最終目標

○○

 
[達成]

・世界ﾚﾍﾞﾙの工期実現：21日
・工期削減率：

-日数ﾍﾞｰｽ：30％

 
-時間数ﾍﾞｰｽ：36％

・高性能アビオ機器

 
・L-CNGｽﾃｰｼｮﾝへの適用可能

 
性確認→効率性、信頼性向上

④ ミッション対応

 設計高度化技術

 （ＭＩ）

【最終】

 
ミッションインテグレーション情報を一元管理することに

 
よる作業の効率化、設計初期段階でロケット仕様を設定

 
することによる設計作業の前倒し、さらに打上当日風を

 
用いたミッション解析による確実な打上げを確保を実現

 
し、ミッションインテグレーション作業期間を40％削減す

 
る。

また、飛行後解析・評価において作業を高度化・効率化

 
し作業量の20％削減を実現する。

最終目標

○○
[[達成達成]]

・ミッションインテグレーション作業

 
期間の40％削減を実現。
‐

 

一元管理技術：作業時間92％削減
‐

 

解析情報設定技術：作業の前倒し可

 
能なことを確認
‐

 

打上げ当日：打上げ判断精度向上を

 
確認

・飛翔中データ取得・機体評価技

 
術：29％削減

３．１
 

事業全体の成果とその意義

事業原簿

 

P3-1～11 
3.   研究開発成果について

目標達成状況

事
後
評
価
済

今回事後評価

評価基準: 3(1)中間目標の達成度
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３．１
 

事業全体の成果とその意義

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

基本設計 詳細設計 維持設計
試験機#1ロケットシス テム

設計・解析

ロケットシス テム
製造／組 立

フライトソフトウェ ア
（誘導制御）

アビオニ クス 機器
（含む自 動点検 SW）

システム 試験

ﾛｹｯﾄ構成要素の開発
（１段、 ２段（推進 系）、フェ ア

リング、段 間部 、衛星 分離

部）

打上げ運用システム

地上

総合

試験

最終組立

各種システム試験

射場点検整備

① ヴァ ーチャル プロトタイピング技術

② 高度信頼 性飛行 制御検 証技術

③ 次世代LNG制御シ ステム 技術

④ ミッショ ン対応設計高度 化技術

要求分析 詳細設計 製作 SW
ｲﾝﾃｸ ﾞ
ﾚｰｼｮﾝ

ミッショ ン
インテグレ ーショ ン 実機#3ミッショ ン対応設計・飛行後解析

試験機#2ミッショ ン対応設計・飛行後解析
試験機#1ミッショ ン対応設計・飛行後 解析

ﾐｯｼｮﾝ
ﾕﾆｰｸ
SW

基本設計

製造 試験

実用機運用継続

システム組立

試作 試作試作

次世代輸送系
システム設計基盤技術

開発プロジェクト

ロ
ケ
ッ
ト
開
発
・
運
用
の
一
般
的
流
れ

実用機#N

ロケット開発段階
実用機運用

段階

研究④の
成果適用対象

・・・・・・・

シミュレ ーショ ン装置開発・検証

基本設計

詳細設計 維持設計

試作

研究②の

成果適用対象

研究③の
成果適用対象

研究①の

成果適用対象

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

基本設計 詳細設計 維持設計
試験機#1ロケットシス テム

設計・解析

ロケットシス テム
製造／組 立

フライトソフトウェ ア
（誘導制御）

アビオニ クス 機器
（含む自 動点検 SW）

システム 試験

開　　発　（設　計　/　製　造　/　試　験　）

基本設計 詳細設計 維持設計
試験機#1ロケットシス テム

設計・解析

ロケットシス テム
製造／組 立

フライトソフトウェ ア
（誘導制御）

アビオニ クス 機器
（含む自 動点検 SW）

システム 試験

ﾛｹｯﾄ構成要素の開発
（１段、 ２段（推進 系）、フェ ア

リング、段 間部 、衛星 分離

部）

打上げ運用システム

地上

総合

試験

最終組立

各種システム試験

射場点検整備

① ヴァ ーチャル プロトタイピング技術

② 高度信頼 性飛行 制御検 証技術

③ 次世代LNG制御シ ステム 技術

④ ミッショ ン対応設計高度 化技術

要求分析 詳細設計 製作 SW
ｲﾝﾃｸ ﾞ
ﾚｰｼｮﾝ

ミッショ ン
インテグレ ーショ ン 実機#3ミッショ ン対応設計・飛行後解析実機#3ミッショ ン対応設計・飛行後解析

試験機#2ミッショ ン対応設計・飛行後解析
試験機#1ミッショ ン対応設計・飛行後 解析

ﾐｯｼｮﾝ
ﾕﾆｰｸ
SW

基本設計

製造 試験

実用機運用継続

システム組立

試作 試作試作

次世代輸送系
システム設計基盤技術

開発プロジェクト

ロ
ケ
ッ
ト
開
発
・
運
用
の
一
般
的
流
れ

実用機#N

ロケット開発段階
実用機運用

段階

研究④の
成果適用対象

・・・・・・・

シミュレ ーショ ン装置開発・検証

基本設計

詳細設計 維持設計

試作

研究②の

成果適用対象

研究③の
成果適用対象

研究①の

成果適用対象

システム設計
設計作業期間短縮
⇒国際競争力向上 飛行ソフトウェア

設計作業期間短縮
⇒国際競争力向上

機体点検工期短縮
⇒国際競争力向上

受注/打上げまでの

 
期間短縮
飛行後解析省力化
⇒国際競争力向上

ロケットの開発から運用で必要となる技術を網羅的に開発／作業の効率化を実現
先行する欧米に匹敵する設計効率化／サービスの提供を実現

⇒ 国際競争力を持つロケット開発／ロケット打上げサービスの実現により、新たな市場

 獲得が期待

成果の意義

事業目標を達成

事業原簿

 

P3-1～11 
3.   研究開発成果について

評価基準: 3(1)中間目標の達成度
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３．１．１
 

特許の取得／成果の普及

（１）

 
学会発表・論文等：

 
３７件

（２）

 
定期刊行物、新聞発表等：

 
８件（SJAC会報→発表後約1.5年はHP閲覧可）

 展示会等：

 
２回（国際航空宇宙展他）

（３）

 
特許出願：

 
５件

 プログラム著作権登録：

 
２４件

実績（~H23.3末）

【考慮事項】

 

・ロケットの開発・運用に関する技術

 

→

 

成果の公開に対して留意が必要な状況

・国際競争の中での戦略的視点

 

→

 

ノウハウとして保持すべきものが多い

【方

 

針】

 

・上記を踏まえた上で、可能なものについては公開及び権利化を推進

成果普及・特許の取得にあたっての方針

【件数の内訳】

評価基準: 3(3)知的財産権等の取得

 
3(4)成果の普及

分類 VP FS LNG MI 合計

学会発表・論文等 7 5 5 20 37

定期刊行物、新聞発表等 1 1 2 4 8

特許出願 0 0 4 1 5

プログラム著作権 2 3 7 12 24

(略号）　VP：ｳﾞｧｰﾁｬﾙﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ技術、FS：高度信頼性飛行制御検証技術、LNG：次世代LNG制御ｼｽﾃﾑ技術、
　　　　　MI：ﾐｯｼｮﾝ対応設計情報一元管理技術

事業原簿

 

P3-11～12、P5-1 ～9 
3.   研究開発成果について

 
3.1 事業全体の成果とその意義

 
5.   成果の普及等
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３．２．１
 

ヴァーチャルプロトタイピング技術（VP）

●ロケットの組立てや運用の不具合要因を詳細設計段階にて着実に除去するために、実機やモッ

 クアップ無しで事前検証できる仮想空間でのシミュレーション技術を開発する。

概 要

『3D-CADデータへの自動フィードバック技術』

 （シミュレーションと図面（3D-CAD)との融合）
『人的要素に関わるシミュレーション技術』

 （シミュレーションへの人間モデルの導入）

●シミュレーション結果から導かれた設計改善

 点を図面に自動的に反映する技術を開発
●シミュレーションの世界に人間モデルを導入

 することにより、人の操作性等の従来把握し

 づらかった人的な要素を設計に正確に反映で

 きる技術を開発

開発要素

『『バーチャルプロトタイピングシステムバーチャルプロトタイピングシステム』』

構築したシステム

事業原簿

 

P3-13～28 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度

VPVP（項目①）の研究成果概要（項目①）の研究成果概要
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衛星収納後のワイヤハーネス結合作業

　　　　　
　

フェアリング

衛星

電線結合場所

人間モデル

人間モデル

電線結合場所

フェアリング

衛星

アクセス窓

アクセス窓

手が届かない

① 各モデルを配置

② 人間モデルをフェア

　　リング内に移動。

③ 電線結合場所へ人間

　　モデルの手を伸ばす。

④ 電線結合場所に手が

　　届かず作業できない

　　ことをシミュレーション

　　で検知。

３Ｄ－ＣＡＤへの自動フィードバックシステム概念

人的要素を含む仮想空間での
シミュレーション技術の概念

干渉発見干渉発見

フェアリング内に衛星を
収納するシミュレーション

空間的形状モデル

)

干渉修正

ペイロード取付部
ペイロード取付部

空間的形状モデルを
用いて仮想空間でシ
ミュレーションを実施

仮想シミュレーション空間

の中で干渉部分を中間
データファイルに反映して
修正モデラで修正

３Ｄ－ＣＡＤモデルに

設計改善点を自動
反映

３．２．１
 

ヴァーチャルプロトタイピング技術（VP）

VPVP（項目①）の研究成果概要（項目①）の研究成果概要

事業原簿

 

P3-13～28 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度
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●開発後期や運用段階で発生していた不具合を事前に排除するために、飛行ソフトウェアの事前

 検証ができる技術を開発する。また、事前検証は、従来実機との組合わせでは実機を傷めるた

 め実施できなかった極限状態をも模擬できる範囲で実施できるものとする。

概 要

『『高度信頼性飛行制御事前検証システム高度信頼性飛行制御事前検証システム』』

構築したシステム

●膨大な検証条件を効率的に設定できる事前検

 証技術を開発

－

 

検証試験条件設定の自動化

 －

 

検証試験結果評価の自律化

 （不適合箇所の特定）

●極限状態を模擬できるシミュレーション装置

 を開発

－

 

ソフトウェアシミュレーションモデルの

 充実

事前検証技術（事前検証ソフトウェア） シミュレーション装置

開発要素

３．２．２
 

高度信頼性飛行制御検証技術（FS）

FSFS（項目②）の研究成果概要（項目②）の研究成果概要

事業原簿

 

P3-29～39 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度
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３．２．２
 

高度信頼性飛行制御検証技術（FS）

飛行制御検証試験
①試験条件の設定

－外部環境変化
－故障状態

②試験結果の評価
－合否判定
－SW不適合箇所

の特定

飛行制御検証試験
①試験条件の設定

－外部環境変化
－故障状態

②試験結果の評価
－合否判定
－SW不適合箇所

の特定

・検証条件自動設定機能
・検証結果自律評価機能

シミュレーション装置

事前検証ソフトウェア

打上環境モデ
打上設備モデル
機体モデル

実機では確認できないような
極限の飛行外乱等（風、機体
誤差、推力変動）の不確定要
素を、シミュレーション装置に
より模擬し、実際の飛行と同じ
条件でシミュレーションを実施。

飛行

成功

ソフトウェア改修が
必要な場合

飛行ｿﾌﾄｳｪｱ

フィード
バック

試験結果

試験条件

検証完了

極限状態における
十分な事前検証 実フライトへ

極限環境での
正常な飛行

万全なｿﾌﾄｳｪｱ検証の
ため、数百ｹｰｽの試験
条件を設定し実行する

飛行失敗

エンジン故障や、
横風による影
響等の極限状
態を模擬する。

外乱

外乱

ソフトウェア
開発

搭載
飛行制御

事前検証システム

OK

FSFS（項目②）の研究成果概要（項目②）の研究成果概要

事業原簿

 

P3-29～39 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度
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３．２．３
 

次世代LNG制御検証技術（LNG）

●主としてこれまで人手に頼っていたロケットの機体の点検作業を最大限自動的にロケットの機体の点検作業を最大限自動的に

 実施実施するための技術を開発する。これにより、人為的ミスの発生を防止し、

 機体点検工期を短縮機体点検工期を短縮する。

●民生用小型ＬＮＧ気化設備等の制御系設備への適用可能性民生用小型ＬＮＧ気化設備等の制御系設備への適用可能性を含めつつ開発

 する。

概 要

●点検自動化を自己診断・自律対応を含む自動化技術（ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ開発）自己診断・自律対応を含む自動化技術（ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ開発）で実現

●一方、現実のﾛｹｯﾄに搭載するための制約条件（耐環境性、小型・軽量化等）制約条件（耐環境性、小型・軽量化等）の中

 で必要な能力（必要な能力（演算演算処理能力等）を処理能力等）を持つ持つ機器機器を実現できなければ、実用としての

 意味をなさない。

●以上から、｢｢点検自動化技術（ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ）点検自動化技術（ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ）｣｣と｢｢機器（ｱﾋﾞｵﾆｸｽ機器）機器（ｱﾋﾞｵﾆｸｽ機器）｣｣の両面そろっ

 た開発に取組む。

開発アプローチ（必要な開発要素）

目標：機体点検工期の３０％削減

LNGLNG（項目③）の研究成果概要（項目③）の研究成果概要

事業原簿

 

P3-40～114 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度



32

３．２．３
 

次世代LNG制御検証技術

『『自己診断・自律対応型自己診断・自律対応型

 機体点検自動化システム機体点検自動化システム』』*

構築するシステム

●十分な演算能力十分な演算能力を持ち、かつ打上げ振動環境打上げ振動環境

 に耐え得るに耐え得る制御機器を含むアビオニクス機器

 （制御系機器）を開発

『自己診断・自律対応型

 機体点検自動化システム技術』
『機体点検自動化ｼｽﾃﾑを実行可能とする

 制御機器を含むアビオニクス機器』

開発要素

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ開発

ｿﾌﾄｳｪｱ化

ロケット機体

（推薬、ガス等）

試験指揮者（TC）

ミニマム

コマンド

十分な
情報提示

射点
地上設備

発射管制
システム

ミニマム

コマンド

情報

試験指揮者（TC）

ミニマム

コマンド

十分な
情報提示

射点
地上設備

発射管制
システム
発射管制
システム

ミニマム

コマンド

アビオニクスシステム・機器

機体データ

処理装置

誘導制御計算機

機 器

制御

ミニマム
コマンド

情報

自己診断・自律対応型機体点検自動化システム

 

＝

 

研究開発対象範囲

自己診断・自律対応型

 
機体点検自動化

 
システム技術

・点検作業の自動化

 
・故障の自己検知

 
・故障の自己検出

 
・故障の自己分離

 
・故障の自律リカバリ

●運用要員が実施していた機体点検を自動化機体点検を自動化し

 て行うシステムシステム仕様を設定仕様を設定

－

 

故障の自己検知・自己検出・自己分離、自律

 リカバリを含む点検自動化アルゴリズムを開発点検自動化アルゴリズムを開発

*:以下、開発すべき｢自己診断・自

 
律対応が可能なロケット用制

 
御システム｣をこのように呼ぶ

LNGLNG（項目③）の研究成果概要（項目③）の研究成果概要

事業原簿

 

P3-40～114 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度
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ＭＩ（項目④）の研究成果概要ＭＩ（項目④）の研究成果概要--11

作業時間92％削減 設計作業の前倒し可能

●GAシミュレーションツールの開発

 ・遺伝的アルゴリズム（GA）を用いたミッション解

 析により、衛星とのインタフェース仕様の変動を

 吸収可能なロケット仕様を算出。

●ミッションインテグレーションシステムを構築

 ・Ｗｅｂを利用し、衛星／ロケットインタフェース

 仕様やロケット側設計仕様を一元管理。

インタフェース文書

ミッション解析用データ

ロケット／衛星
インタフェース情報

ミッション解析／設計

ロケット製造／試験
衛星メーカ

射場設備

ロケット/衛星

インタフェース情報を
セキュアな環境で

一元管理

いつでも、どこでも、
インタフェースの最新情報を反映、共有。

必要なフォーマットで迅速提供

yyzzzx
xxx

インタフェース
調整会議

ミッション
解析/設計

の効率化

物理的検証
作業の効率化

情報共有化作業
の効率化

ミッション解析情報設定技術ミッション対応設計情報一元管理技術

ミッション解析

評価関数

パラメータ
最適探索

遺伝的アルゴリズム
パラメータの組合せで
数万～数10万回繰り返す

仕様確定
ミッション対応設計開始

次善策をロケット設計・解析
に提示

良解群抽出

GAシミュレーション

入力パラメータ 解析結果

衛星の設計仕様において
許容範囲内である分離機構を判断

ロケット側設計・解析者
に提示、許容検討

ロケット側
仕様内

ロケット側
仕様外

仕様確定
ミッション対応
設計開始

良解群の分離機構仕様における
許容範囲(感度)を提示

衛星許容範囲か
判断

ロケット側
仕様内

ロケット側
仕様外

例：衛星分離解析

３．２．４
 

ミッション対応設計高度化技術（MI）

事業原簿

 

P3-115～210 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度
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ＭＩ（項目④）の研究成果概要ＭＩ（項目④）の研究成果概要--22

打上げ当日ミッション解析・評価技術 飛翔中データ取得・機体評価技術

作業時間29％削減

飛行後解析・評価システム

 ・飛行後解析・評価作業支援（グラフ化、分析、報

 告書作成の自動化）

 ・インテリジェント分析（複雑性解析、モデルベース

 推論）

飛行後解析・評価テレメトリ情報

シミュレーション、データマイニングに
よりテレメトリデータを有効に活用

次号機への
反映

グラフ化、比較グラフ化、比較
異常処理、異常処理、
報告書作成等の報告書作成等の
自動化自動化

遠隔無線通信

潜在的不具合を潜在的不具合を
検知するインテリ検知するインテリ
ジェント分析ジェント分析

飛行後報告書
自動作成

f

t

t

オフサイト局

打上げ当日ミッション打上げ当日ミッション
解析・評価システム解析・評価システム

風観測
発射管制室

指令管制室

射場

モニタ

データ

データ処理

データ

アビオニクス

高層風データ モニタ

データ

解析出力データ

解析実行・制御

高層風
低/高解像度データ

飛行パラメータデータ飛行パラメータデータ

打上げ可否判断打上げ可否判断

ミッション解析
•飛行経路
•構造解析
•制御解析など

ワークフローの制御・プロセス監視
打上げ判断支援機能・過誤防止機能
解析データ設定機能 等

ロケット

高層風データ

打上げ判断の精度向上

打上げ当日ミッション解析・評価システム

 ・高解像度風観測への対応

 ・複数解析の並列処理

 ・確実な打上げ判断の支援

 ・自動化によるヒューマンエラー排除・省力化

３．２．４
 

ミッション対応設計高度化技術（ＭＩ）

事業原簿

 

P3-115～210 
3.  研究開発成果について

 
3.2

 

研究開発項目毎の成果

評価基準: 3(1)目標の達成度



35

報告内容

第１章
 
：事業の位置付け・必要性について

 
第２章

 
：研究開発マネジメントについて

 
第３章

 
：研究開発成果について

 
第４章第４章

 
：実用化の見通しについて：実用化の見通しについて
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-実用化 = 開発技術を実際のロケット開発・運用で使用すること

４．１
 

成果の実用化可能性／実用化シナリオ

事業原簿

 

P4-1 ～6 
4.   実用化の見通しについて

成果の実用化・出口イメージ

評価基準: 4(1)成果の実用化可能性

GXロケット開発

将来のロケット
（有人ロケット/再使用ロケット等*2）

H14FYH15FYH16FYH17FYH18FYH19FYH20FYH21FYH22FYH23FY～

① ヴァーチャルプロトタイピング技術

② 高度信頼性飛行制御検証技術

③ 次世代LNG制御システム技術

④ ミッション対応設計高度化技術

各技術はGXロケット*1開発で

 
必要な時期に合せて開発

*1: 本成果の最初の実用化対象

ＧＸロケット開発での適用をパス

 
ファインダーとして、適用を拡大

開発開始

設計

飛行ソフトウェア開発

機器開発/アビオニクスシステム試験

初号機

ミッションインテグレーション

開発技術は逐次、参画企業にて実用化を推進

実用化シナリオ（～H21FY）

NEDOプロジェクト

ギャラクシー

 
エクスプレス

主体

SJAC/会員

 
企業主体
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４．１
 

成果の実用化可能性／実用化シナリオ

GXロケット開発

将来のロケット
（有人ロケット/再使用ロケット等*2）

H14FYH15FYH16FYH17FYH18FYH19FYH20FYH21FYH22FYH23FY～

① ヴァーチャルプロトタイピング技術

② 高度信頼性飛行制御検証技術

③ 次世代LNG制御システム技術

④ ミッション対応設計高度化技術

開発開始

設計

飛行ソフトウェア開発

機器開発/アビオニクスシステム試験

初号機

ミッションインテグレーション

開発技術は逐次、参画企業にて実用化を推進

実用化シナリオ（H22FY）

NEDOプロジェクト

GXロケット開発中止
(政府決定)

実用化シナリオの見直し

⇒

 

大規模システムも対象として実用化可能性の拡大を目指す

 

（⇒

 

GALEXから㈱IHIに事業継承）

①

 

ロケット開発（国のプロジェクト）への適用に向けた提案活動の推進

② ロケット搭載機器/装置の運用への適用検討（適用規模の縮小⇔適用機会の増大）

③

 

各種大規模システムへの適用検討（基盤技術としての技術の波及性/共通性）

実用化

 

= ロケット開発・運用での適用

 

⇒

 

しかし、ロケット開発の機会が少ない）

事業原簿

 

P4-1 ～6 
4.   実用化の見通しについて

評価基準: 4(1)成果の実用化可能性
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４．２
 

波及効果

次世代輸送系システム設計基盤技術

ヴァーチャル

プロトタイピング技術

高度信頼性飛行制御

 
検証技術

次世代ＬＮＧ制御

システム技術

ガス供給所
[L-CNGガス

ステーション]

電気計測器

製造業
[自動制御装置]

（受託開発）

ソフトウェア業

石油消費量

 
抑制

ミッション対応設計

高度化技術

システム設計

シミュレーション

技術

試験・評価 機器制御安全・信頼性

CAD/CAM技術

組立・運用

計画技術
最適設計技術

故障診断技術

ソフトウェア

デバグ技術

試験計画技術

極低温制御技術
システム安全

技術（安全解析）

自動制御技術 最適制御技術

計算機技術
高信頼性

設計技術

システム管理

技術
データ分析技術

耐機械環境

設計技術

(ガソリン)自動車

製造業

CNG自動車

製造業

航空機製造業
［整備事業を含む］

病院

ボイラ・原動機

製造業
(原子力プラント等)

船舶製造業

航空運送業

（圧縮ガス・）

液化ガス製造業
[LNGプラント製造]

内燃機関電装品

製造業
[航空電子機器製造]

映像情報

製作・配給業

航空機用原動機製

 
造業

［整備事業を含む］

ロケット製造業ロケット製造業
打上げ打上げ

サービス業サービス業

医療用電子応用装

 
置製造業

注1: 産業分類は、基本的に日本標準産業分類（平成14年3月改訂)に従った。

注2: 日本標準産業分類では、輸送機器産業は「輸送用機械機具製造業」、エネルギー産業は「電気機械器具製造業」（発電所等）、

 

「化学工業」（LNGプラント）、「ガス業」等に分類される。

輸送機器産業*2、エネルギー産業*2等、広範囲な産業分野に

技術波及する可能性を有している。

・・・

社会的波及

ロケット産業及び関連産業の

研究開発・人材育成を促進。

技術的・社会的

 波及効果

評価基準: 4(2)波及効果事業原簿

 

P4-7～14 
4.   実用化の見通しについて
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５．全体まとめ

４つの研究開発項目すべてに対し最終目標を達成最終目標を達成し計画通りに
 終了。

本研究開発事業は計画通りに目標を達成したことで、事業目的
 である｢宇宙産業の産業宇宙産業の産業競争力競争力を確保するを確保する｣｣という事業目的がという事業目的が

 達成された達成されたと考える。

以上、事業全体としてのまとめは以下の通り。


	｢次世代輸送系システム設計基盤技術開発プロジェクト｣�事後評価　分科会　説明資料��プロジェクトの概要説明
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